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令和 6年 6月 11 日 

地方創生特別委員会 

産業部産業振興課 

浜松市中心市街地活性化基本計画の策定について 

１ 趣旨 

  中心市街地活性化基本計画は、少子高齢化、消費生活等の状況変化に対応し、中心市街地における

都市機能の増進及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進することを目的に制定された「中心市

街地の活性化に関する法律（平成 10 年法律第 92号）」に基づくもので、認定基本計画に対しては、国

が重点的な支援を行うこととなっている。 

  本市は 1999（平成 11）年に第１期計画（1999-2012）、2015（平成 27）年に第 2期計画（2015-2020）

を策定。2020（令和 2）年度以降は、新たな中心市街地活性化基本計画を策定することはなく、第 2期

計画の基本的な方針及び区域を引き継ぐ本市独自の「中心市街地活性化の方針」を定め、取り組みを

進めてきた。 

  この間、都心エリアの居住者が人口・世帯数ともに増加する一方、中心市街地における売場面積や

年間商品販売額は大きく減少しており、新型コロナウイルス感染症の発生とその拡大に伴う来街者の

減少や退店等による空き店舗の増加も回復の途上にある。 

  こうした中、常葉大学浜松キャンパスや浜松調理菓子専門学校の中心市街地への移転計画が発表さ

れ、中心市街地活性化に対する好影響が期待されるとともに、異業種が集うコワーキングスペースの

開設も進み、スタートアップ企業の進出など業務機能の集積に向けた新たな動きも進んでいる。 

  これら中心市街地を取り巻く環境の変化を踏まえ、中心市街地のあるべき方向を明らかにするため、

新たに中心市街地活性化基本計画を策定する。 

  また、中心市街地の将来像を目標として示す中心市街地活性化ビジョンも併せて策定し、市民と共

有するとともに、ビジョン及び計画の実現に向けて、関係団体や関係機関が一体となって取り組むも

のである。 

２ 計画の区域 

  前回区域（220ha）の拡大を検討 

                【参考（前回区域）】 
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３ 計画期間 

  2026（令和 8）年 4月～2031（令和 13）年 3月 【5年間】 

４ 策定主体 

  浜松市 

５ 計画の位置づけ 

総合計画 
浜松市総合計画 

浜松市未来ビジョン 
［2015-2044 年度］ 

基本計画 第 2次推進プラン 

［2025-2034 年度］ 

第 3次推進プラン 

［2035-2044 年度］ 

中心市街地

活性化 

中心市街地活性化ビジョン 
［2026-2044 年度］ 

 中心市街地活性化に向けた中・長期的なビジョン 

 中心市街地の将来像を目標として示し、市民とも共有 

 総合計画及び都市計画マスタープランとの整合を図るた

め、計画期間は 2044 年度までとする 

中心市街地活性化基本計画 
［2026-2030 年度］ 

 中心市街地活性化ビジョンで示す将来像を実現するため、 

計画期間（2026-2030）の 5年間に実施する事業計画 

 2025 年度末の認定（内閣総理大臣）を目指す 

ソフト

事 業
ハード

事 業

民 間

開 発
官 民

連 携 

中心市街地活性化 
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６ 推進体制 

  中心市街地活性化基本計画は、まちづくり会社、商工会議所、地域住民等の多様な主体、担い手の

参画を得た協議の場が組織されるなど、十分な協議が行われることが認定の要件となっており、申請

にあたっては、商工会又は商工会議所の意見を聴取する必要があります。 

  こうしたことから、以下の推進体制で計画を策定するとともに、併せて中心市街地活性化ビジョン

策定に向けた協議も進めます。 

 中心市街地活性化ビジョン及び中心市街地活性化基本計画の策定 

 中心市街地活性化基本計画に対する意見 

 市長を委員長とした庁内部局長による協議組織（事務局｜産業振興課） 

 庁内各部局が情報を共有し、連携しながら総合的に取り組みことで、実効性のある計画

を策定する 

中心市街地活性化委員会 

 庁内関係課による協議組織 

 中心市街地活性化ビジョン及び中心市街地活性化基本計画の策定に向けた登

載事業の検討等を実施 

 庁内関係課 

企画課、創造都市・文化振興課、こども若者政策課、産業振興課、企業立地推

進課、スタートアップ推進課、観光・シティプロモーション課、都市計画課、

交通政策課、市街地整備課、緑政課、道路企画課 

※若手職員を中心としたプロジェクトチームも設置 

幹事会 

 中心市街地活性化ビジョン及び中心市街地活性化基本計画の内容を協議＊

＊ 中心市街地活性化基本計画の認定要件 

まちづくり会社、商工会議所、地域住民等の多様な主体、担い手の参画を得た協議

 構成団体｜56団体 

  役  員｜行政等（浜松市、浜松市文化振興財団）、経済団体等（浜松商工会議所、）、事業者（遠

州鉄道、浜松ターミナル開発、ザザシティ浜松、サゴーエンタプライズ、遠鉄百貨店、

アクトシティマネジメント、日管、丸八不動産、大貫、間渕商店、ドルフィンキッズプ

ロダクション、静岡新聞社・静岡放送、中日新聞社）、組合等（浜松商店界連盟、浜松

市中央地区駐車場協同組合、浜松まちなか商業者委員会、浜松料理協同組合、肴町発展

会）、金融機関（静岡銀行、浜松磐田信用金庫、遠州信用金庫）、自治会（浜松市中央地

区自治会連合会） 

         ＊浜松まちづくり公社、浜松・浜名湖ツーリズムビューローも協議に参加

浜松まちなかにぎわい協議会 

浜松市 

協議 

浜松商工会議所 

意
見
聴
取
（
法
第
９
条
第
６
項
）
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７ スケジュール 

2024年度

ビジョン 基本計画

6 月

7 月 浜松まちなかにぎわい協議会｜【報告】ビジョン及び計画の策定

現況調査 

課題抽出 

意見収集 

事業検討 

省
各
省
庁
特
例
措
置
協
議
・
調
整

2025年度

中心市街地活性化委員会 ｜【報告】ビジョン及び計画の策定

地方創生特別委員会 ｜【報告】ビジョン及び計画の策定

3 月

中心市街地活性化委員会 ｜【中間報告】

地方創生特別委員会 ｜【中間報告】

素案取りまとめ 

素案提出（内閣府）

7 月 浜松まちなかにぎわい協議会｜【協議】計画の素案

8 月

10 月
パブリックコメント

地方創生特別委員会 ｜【最終報告】

中心市街地活性化委員会 ｜【最終報告】

12 月

浜松まちなかにぎわい協議会｜【最終報告】

計画申請（内閣府）

3 月 認定

1 月

4 月
概要提出（内閣府）

地方創生特別委員会 ｜【報告】計画の素案

中心市街地活性化委員会 ｜【報告】計画の素案

地方創生特別委員会    ｜【報告】パブリックコメントの実施 


